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はじめに 
 

２０１２（平成２４）年１２月、本県の笹子トンネルにて起

きました痛ましい天井板落下事故を機に、全国的に公共施設等

の安全確保や老朽化対策が大きな課題としてクローズアップさ

れました。 

その後、全国の自治体では、公共施設等の最適な配置に向け、

総合管理計画や個別施設計画の策定を進めてまいりました。 

本市におきましても、高度経済成長期を中心に整備してまいりました公共施設の老

朽化が進む一方で、税収の伸び悩みや建物の安全性及び機能性を維持していくための

費用が膨大になっていく現状を踏まえ、平成２８年３月に「甲府市公共施設等総合管

理計画」を策定し、平成２９年４月には「甲府市資産利活用基本方針」を策定する等、

持続可能な行財政運営の実現に向け、公共施設等に関する基本的な考え方を整理する

とともに庁内体制の強化に努めてまいりました。 

こうした中、この度、公共施設等マネジメントを推進していくための道標となりま

す個別施設計画として「甲府市公共施設再配置計画」を策定いたしました。 

今後も、次世代に負担をかけず、安心して快適に利用できる公共施設を目指し、将

来の甲府市にとって本当に必要なものは何かをしっかりと見定めながら、施設総量の

適正化や長寿命化を推進してまいりますとともに、市民や民間事業者等の多様な主体

と連携しながら効率的かつ効果的な施設管理、運営に取り組んでまいる所存でありま

すので、ご理解とご協力をいただきますようお願いいたします。 

結びに、本計画を策定するにあたり、貴重なご意見やご提言をお寄せくださいまし

た市民の皆様をはじめ、多大なご尽力を賜りました甲府市公共施設再配置計画検討委

員会委員並びに関係各位に心から感謝を申し上げます。 

 

令和元年 7 月 

甲府市長 樋口 雄一 
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本市では、昭和 40 年代から 60 年代の高度経済成長期において、学校や市営住宅など多くの

公共施設を整備し、様々な行政需要に応えるとともに、順次それら施設の改修等に取り組んで

きました。 

今後、これら施設の多くが一斉に更新時期を迎えることになり、建物の安全性や機能性を維

持するための費用は、ますます膨大になっていくことが懸念されています。 

また、人口減少や少子高齢化の進行は避けられない問題であり、これに伴う税収の伸び悩み

や義務的経費※1 の増大等により、財政状況は一段と厳しさを増していく一方で、公共施設に求

められるニーズも大きく変化していくことが予測されます。 

このような状況を背景に、公共施設等（公共施設及びインフラ資産）を取り巻く現状や将来

にわたる課題等を把握又は整理し、長期的な視点で公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推

進することを目的とした「甲府市公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」という。）」を

2016（平成 28）年 3 月に策定しました。 

甲府市公共施設再配置計画（以下「再配置計画」という。）は、総合管理計画の考え方に基づ

き、公共施設の利用状況や運営状況、費用の状況、地理的条件、まちづくりの視点等による施設

評価と市民意向を踏まえた再配置※2 の方向付けを行い、持続可能な行財政運営に向けた公共施

設等マネジメント※3 を推進していくための取組みを明らかにすることを目的として策定するも

のです。 

 

※1 義務的経費 

歳出の内、支出することが義務づけられている経費。人件費、扶助費及び公債費の 3 つからなる。 

※2 再配置 

公共施設の複合化や集約化等による施設総量の適正化、老朽化対策、耐震改修及び予防保全※4 の実施等に

よる施設の長寿命化、民間活用及びコスト最適化等による施設運営の効率化を図ること。 

※3 公共施設等マネジメント 

市が保有するすべての公共施設等の状況を把握し、経営的かつ長期的な視点で再配置等を行い、財政支出の

削減等を図る一連の取組み。 

※4 予防保全 

建物の損傷や故障が発生する前に、使用不可能な状態を避けるために実施する計画的な修繕等。 
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再配置計画は、本市の最上位計画である「甲府市総合計画」の下、「甲府市行政改革大綱」や

「甲府市都市計画マスタープラン」等と連携し、総合管理計画の考え方に基づき策定するもの

です。また、本計画は、再配置に向けた基本的な考え方となる「基本方針編」と、再配置の方向

性（検討すべき内容）を示した「実施計画編」で構成し、「実施計画編」には、今後の取組みに

おいて先導的な役割を果たす「モデルプラン」を掲載します。 

 

 

再配置計画の位置づけ 

 

 

 

【施設計画】 
 

他の施設計画 

甲府市総合計画 

最上位計画 
 

甲府市行政改革大綱 

甲府市都市計画マスタープラン 等 

再配置計画 
 

第 2 部 実施計画編 

○再配置の方向性(検討すべき内容) 
○再配置の検討時期 
○再配置による効果（概算） 等 

 

モデルプラン 

○対象施設 
○事業実施方針(手法、効果等) 等 

第 1 部 基本方針編 

○計画策定の目的、計画期間 
○現状及び課題 

○再配置に関する基本的な方針 
○再配置に向けた取組方策 等 

総合管理計画 

維持管理 

・・・・・・・・ 

等 

施設運営 

長寿命化 

施設整備 

連携 

連携 

国
等
の
動
向
（
各
関
係
省
庁
の
取
組
み
や
指
針
） 

 

  再配置に向けた 

具体的な方向づけ 
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再配置計画の計画期間は、総合管理計画と整合を図り、2016（平成 28）年度から 2045（令

和 27）年度までの 30 年とします。 

なお、今後の上位計画の見直しや、社会情勢の変化等の状況に応じて、10 年間の期ごとに見

直すことを基本とし、2016（平成 28）年度から 2025（令和 7）年度までの 10 年間を第 1 次実

施計画、以降も、おおむね 10 年単位で第 2 次、第 3 次実施計画を策定していきます。 

 

計画期間 30 年（2016 年度から 2045 年度まで） 

 

 

計画期間 

2016
(H28)

年度

2017
(H29)

年度

2018

(H30)

年度

2019

(R1)

年度

2020

(R2)

年度

･･･

2024

(R6)

年度

2025

(R7)

年度

2026

(R8)

年度

・・・

2035

(R17)

年度

2036

(R18)

年度

・・・

2045

(R27)

年度

甲府市

公共施設等

総合管理計画

年度

甲府市

公共施設

再配置計画

上

位

計

画

甲府市

総合計画

第六次甲府市総合計画（１０年）

第1次実施計画

次期甲府市総合計画

甲府市公共施設等総合管理計画（３０年）

第１次実施計画 (１０年) 第２次 (１０年) 第３次 (１０年)

甲府市公共施設再配置計画（３０年）

再配置計画
策定

・・・

長期※2中期※2短期※1

 

 

 

 

※1 短期 

深刻な老朽化、供用廃止の決定等、緊急な対応を要する施設や、モデルプランに選定された施設の再配置を

実施する期間。 

※2 中期、長期 

緊急な対応を要さないが、将来的にニーズが低下していくことが予測される施設等、中長期的な視点で対応

を検討していく必要がある施設の再配置を実施する期間。 
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再配置計画の対象は、市有財産の内「公共施設」とし、（1）市民文化系施設、（2）社会教育

系施設などの 13 分類で整理します。 

 

対象施設 

 

 

 

市
有
財
産 

公
共
施
設
等 

インフラ資産 

公共施設 

道路、橋りょう、上水道（上水道管、上水処理施設）、 

下水道（下水道管、下水処理施設）、簡易水道、農道、 

林道、トンネル、農業集落排水、農業用灌漑用水、雨水渠 

(1) 市民文化系施設（市民センター、悠遊館 等） 

(2) 社会教育系施設（甲府市立図書館、資料館 等） 

(3) スポーツ・レクリエーション系施設 

 （スポーツ広場・施設、キャンプ場） 

(4) 産業系施設 

（甲府市勤労者福祉センター、甲府市農業センター 等） 

(5) 学校教育系施設（小学校、中学校 等） 

(6) 子育て支援施設（保育所、児童館・児童センター 等） 

(7) 保健・福祉施設（老人福祉センター、障害者センター 等） 

(8) 医療施設（市立甲府病院、甲府市地域医療センター） 

(10) 公営住宅（里吉団地 等） 

(11) 公園（都市公園・チビッコ広場の付属施設） 

(12) 供給処理施設（ごみ処理場、し尿処理場 等） 

(13) その他（甲府市斎場、甲府市地方卸売市場 等） 

対象施設 

(9) 行政系施設（市役所、消防本部 等） 

土地 

その他（動産・金融資産） 
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本市は、山梨県のほぼ中央に位置し、県内 5 市 4 町と接しています。 

市域は南北に細長い形状となっており、東西 15.3km、南北 41.5km、面積 212.47 ㎢となっ

ています。 

市の最北の山岳地域には、八幡山、金峰山、朝日岳等の標高 2,000m を超える峰々が東西に

連なり、南には王岳、釈迦ヶ岳がそびえています。 

市街地は、甲府盆地の中心に位置し、おおむね平坦ですが、北に高く南に傾斜しており、市内

を荒川や笛吹川が貫流する自然豊かな土地柄です。 

また、山梨県の県庁所在地であることから、行政施設をはじめ美術館や図書館等、県所管の

公共施設も配置されています。 

主要な交通網としては、中央自動車道、国道 20 号、JR 中央本線等が東西に走り、国道 52 号、

国道 358 号、JR 身延線が南北に走っていますが、公共交通網は脆弱であり、市民生活や移動手

段として自動車が欠かせない状況となっています。 

 

市域図 

 

 

  

 

山梨県全域図 

甲府市 
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 総人口及び世帯数の推移 

過去 30 年の総人口及び世帯数の推移では、1985（昭和 60）年以降、総人口は減少傾向に

あり、2015（平成 27）年現在で約 19 万 6,000 人、世帯数は約 8 万 5,000 世帯となっていま

す。 

また、年齢 3 階層別人口割合の推移では、1985（昭和 60）年以降、高齢者人口は 16.6 ポ

イント増加しているのに対し、生産年齢人口※は 8.7 ポイント、年少人口は 7.8 ポイント減少

しており、少子高齢化が進んでいます。 

 

総人口及び世帯数の推移 

 

 

年齢３階層別人口割合の推移

 

※人口割合は、小数第二位で四捨五入。                     出典：国勢調査 

 

※生産年齢人口 

年齢 3 階層別人口の内、労働者の中核をなす 15 歳以上 65 歳未満の人口。 

  

208,074
206,279 206,787

202,073
200,096 198,992

195,922

68,052

71,873

77,806
79,161

82,701
85,101 85,057

50,000

60,000
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190,000

200,000

210,000
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（世
帯
）
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口
（人
）

総人口

世帯数

20.1 17.0 14.8 13.8 13.2 12.8 12.2

68.6
69.6 69.0 66.7 64.6 62.4 59.7

11.3 13.4 16.2 19.5 22.3 24.9 28.1
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20%

40%

60%

80%

100%
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(昭和60年)

1990年

(平成2年)

1995年

(平成7年)

2000年

(平成12年)

2005年

(平成17年)

2010年

(平成22年)

2015年

(平成27年)

高齢者人口

（65歳以上）

生産年齢人口

（15～64歳）

年少人口

（0～14歳）
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 総人口の長期的な見通し 

甲府市人口ビジョンの将来展望における推計では、2045(令和 27)年の本市の総人口が約 18

万人まで減少すると予測しています。 

また、年齢 3 階層別将来人口割合では、2045(令和 27)年には生産年齢人口が 10.1 ポイント

減少し、高齢者人口が 9.5 ポイント増加する見通しとなっています。 

 

将来展望における推計 

 

※推計値は、十の位を四捨五入し、百の位まで表記しています。 

 

年齢３階層別人口割合 

 

※人口割合は、小数第二位で四捨五入。 

出典：甲府市人口ビジョン 
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 地域別の人口 

地域別の人口では、南部地域が約 6 万 4,000 人で最も多くなっています。 

人口密度では、中央部地域と西部地域が、1 ㎢当たり 4,000 人以上で、それ以外の地域の 2

倍以上になっています。 

 

地域別の人口推移と人口密度 

 

※人口及び人口密度は、十の位で四捨五入。人口密度は、2015（平成 27）年度現在の国勢調査人口で算出。 

参考：国勢調査及び甲府市人口ビジョン 

＜地域区分＞ 

地域は、市内を下表に示す 5 地域（東西南北及び中央）に区分しています。 

 地域 地区自治会連合会の区分 

1 東部地域 琢美地区、東地区、里垣地区、玉諸地区、甲運地区 

2 西部地域 穴切地区、貢川地区、石田地区、池田地区、新田地区 

3 南部地域 
湯田地区、伊勢地区、住吉地区、国母地区、山城地区、大里地区、大国地区、中道地区、上九一

色地区 

4 北部地域 北新地区、相川地区、千塚地区、羽黒地区、千代田地区、能泉地区、宮本地区 

5 中央部地域 富士川地区、相生地区、春日地区、新紺屋地区、朝日地区 

中央部地域 
人口密度：約 4,400 人/㎢ 

北部地域 
人口密度：約 300 人/㎢ 

東部地域 
人口密度：約 1,800 人/㎢ 

南部地域 
人口密度：約 1,100 人/㎢ 

西部地域 

人口密度：約 4,800 人/㎢ 

凡例 

  人口密度：2,000 人/㎢以上 

  人口密度：1,000～2,000 人/㎢未満 

  人口密度：1,000 人/㎢未満 
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 歳入 

市税は、2007（平成 19）年度の 312 億円をピークに減少し、2016（平成 28）年度の歳入

に占める割合は 39.7％となっています。今後、高齢化の進行に伴い生産年齢人口の減少が見

込まれることから、市税の増収は期待できない状況にあります。 

歳入の推移 

 

 歳出 

義務的経費の内、人件費と公債費は減少傾向にあるものの、扶助費※2 は高齢化の進行等に

より増加傾向にあり、義務的経費全体は増加しています。公共施設等の整備に要する投資的

経費※3 は、2016（平成 28）年度は 78 億円で、歳出に占める割合は 10.8％となっています。 

歳出の推移 

 

 

※1 普通会計 

公営事業会計以外の会計を総称して一つの会計としてまとめたもの。 

※2 扶助費 

社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者等に対して国や地方公共団体が行う支援

に要する経費。(生活保護費、児童手当等) 

※3 投資的経費 

支出の効果が資本の形成のためのものであり、将来に残る施設等を整備するための経費。(普通建設事業費、

災害復旧事業費等) 

294 312 310 291 287 287 284 288 290 289 287 

60 60 64 75 84 88 87 96 86 85 81 

103 83 110 95 102 85 79 80 89 99 97

69 63 
68 

59 
82 87 116 72 72 76 67 

73 73 

115 
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4 44 2 
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(平成26年度)

2015年度

(平成27年度)

2016年度

(平成28年度)

（億円）

その他特定財源

都道府県支出金

国庫支出金

地方債

その他一般財源

地方交付税

市税

124 121 116 117 120 114 117 110 111 113 112 

85 81 77 69 64 64 65 64 63 66 70 

108 115 119 126 156 165 173 174 183 187 198 

51 49 51 55 
55 55 54 57 60 63 62 

8 7 7 7 
6 6 7 8 7 6 6 100 104 119 151 119 120 120 120 125 132 127 

113 101 108 

127 127 122 
159 

100 100 95 78 33 33 31 
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2015年度

(平成27年度)

2016年度

(平成28年度)

（億円）

繰出金

積立金・投資及び

出資金・貸付金

投資的経費

補助費等

維持補修費

物件費

扶助費

公債費

人件費

義
務
的
経
費 

義
務
的
経
費 
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本市では、土砂災害、洪水、液状化現象等の被害を想定したハザードマップ※を公開し、市民

の安全を最優先に考え、災害に強いまちづくりを目指しています。 

近年、全国各地で自然災害による深刻な被害が発生しており、本市においても2014（平成 26）

年 2 月に記録的な大雪によって大きな被害を受けたほか、東海地震の発生については、その切

迫性が危惧されています。 

公共施設の多くは、災害時の指定避難場所や防災資器材等の備蓄機能等を備え、災害発生時

の拠点として重要な役割を担うことから、防災・減災対策に配慮した施設整備等が必要となっ

ています。 

土砂災害ハザードマップ 

南北が山岳地域となっており、甲

府盆地に位置する市街地を囲うよ

うに、地すべり及び土石流の警戒

区域や、急傾斜地警戒区域が点

在しています。 

 

 

洪水ハザードマップ 

南北の山岳地域等を源流とした

釜無川、笛吹川、荒川、相川、濁

川、滝戸川、平等川、境川等、多

くの河川が流れており、低地では浸

水想定区域が多く見られます。 

 

 

液状化ハザードマップ 

東海地震の被害想定では、甲

府盆地内で液状化現象の発生が

想定されています。 

 

 

 

 

参考：甲府市防災情報 WEB （2018（平成 30）年 10 月現在） 

※ハザードマップ 

自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの。 



 

11 

 

 

 分類別保有状況 

本市の公共施設は、2015（平成 27）年度末時点で 308 施設あり、延床面積の合計は 630,730

㎡となっています。 

分類別で施設数が最も多いのは、行政系施設の 71 施設で、施設数全体の 23.0％を占めて

います。 

また、延床面積では、学校教育系施設が 244,455 ㎡で最も多く、全体の 38.8％を占めてい

ます。 

 

分類別の施設数と延床面積 （2015（平成 27）年度末） 

 

※分類別の延床面積は、小数点以下を四捨五入。 

 

 

 

6.6%

4.2%
0.3%

22.9%

9.0%

5.3%
2.9%
1.6%

38.8%

0.9%
1.1%
1.4%

5.0%
分類 延床面積(㎡) 施設数 

市民文化系施設 31,692 29 

社会教育系施設 8,631 7 

スポーツ・レクリエーション系施設 6,887 12 

産業系施設 5,860 29 

学校教育系施設 244,455 40 

子育て支援施設 9,842 27 

保健・福祉施設 18,317 13 

医療施設 33,571 2 

行政系施設 56,455 71 

公営住宅 144,709 23 

公園 1,675 36 

供給処理施設 26,694 6 

その他 41,943 13 

合計 630,730 308 

 

分類別延床面積割合 
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 地域別配置状況 

地域別の施設数では、南部地域の 123 施設が一番多く、施設数全体の約 39.9％を占めてい

ます。 

更に、一人あたりの延床面積割合でも、病院、高等学校、団地等の大きな施設を配置してい

る南部地域が 4.59 ㎡/人と最も大きくなっています。 

 

 

地域別の施設数と延べ床面積 （2015（平成 27）年度末） 

 

※2015（平成 27）年度の国勢調査人口。 

 

 

  

地域 人口(人)※ 施設数 
施設配置割合 

(％) 

延床面積 

(㎡) 

市民一人あたりの 

延べ床面積(㎡) 

中央部 19,503 35 11.4 61,566 3.16 

北部 36,685 68 22.1 87,096 2.37 

南部 63,964 123 39.9 293,672 4.59 

西部 35,592 38 12.3 92,913 2.61 

東部 37,381 44 14.3 95,483 2.55 

合計 193,125 308 100.00 630,730 3.27 
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 分類別配置状況 

分類別における、各地域の配置状況は次のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

市

民

セ

ン

タ

ー

地

域

公

民

館

悠

遊

館

市

民

会

館

集

会

施

設

文

化

施

設

中央部市民

センター
（982㎡）

石田悠遊館

(540㎡）

中道交流

センター
(491㎡）

百南

自治会館

(204㎡）

清和公会堂

(151㎡）

湯田地区

集会場

(322㎡）

美里団地

コミュニティセンター

(104㎡）

朝日悠遊館

(257㎡） 富士川悠遊館

(816㎡）

里垣悠遊館

(325㎡）

玉諸悠遊館

(260㎡）
貢川悠遊館

(297㎡）

大国悠遊館

(297㎡）

大里悠遊館

(323㎡）

湯田悠遊館

(358㎡）

住吉悠遊館

(299㎡）

伊勢悠遊館

(299㎡）

相川悠遊館

(305㎡）

羽黒悠遊館

(321㎡）

北部悠遊館

(385㎡）

池田市民会館

(135㎡）
千塚市民会館

(90㎡）

北東部市民

センター
(1,199㎡）

東部市民

センター
(1,983㎡）

南西部市民

センター
(1,709㎡）

西部市民

センター
(1,770㎡）

北部市民

センター
(1,945㎡）

南部市民

センター
(2,084㎡）

総合市民会館

(13,440㎡）

中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

図

書

館

図

書

館

博

物

館

等

社

会

教

育

セ

ン

タ

ー

博

物

館

等

市立図書館

(5,143㎡）

藤村記念館

(389㎡）
民俗資料館

(205㎡）
御岳文芸座

(588㎡）

旧堀田家住宅

(402㎡）

御岳窯

(66㎡）

社会教育

センター

(1,839㎡）
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中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

ス

ポ

ー

ツ

施

設

ス

ポ

ー

ツ

広

場

･

施

設

レ

ク

リ

エ

ー

シ

ョ

ン

施

設

キ

ャ

ン

プ

場

南庁舎

多目的広場
(35㎡）

青葉

スポーツ広場
(351㎡）

東下条

スポーツ広場
(133㎡）

古関・梯

スポーツ公園広場
(74㎡）

中道

スポーツ広場
(1,211㎡）

緑が丘

スポーツ公園

(2,853㎡）

右左口の里

(728㎡）

寺川

グリーン公園
(172㎡）

マウントピア

黒平
(768㎡）

市民

いこいの里
(290㎡）

創作の森おびな

(222㎡）

森林浴広場

(50㎡）

中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

勤

労

会

館

農

業

関

係

施

設

そ

の

他

産

業

系

施

設

勤労者福祉

センター
(1,425㎡）

農業センター

(2,245㎡）

上九ふれあい

農産物直売所
(178㎡）

小曲圃場

管理棟
(72㎡）

風土記の丘

農産物直売所
(1,045㎡）

農業センター

小曲試験圃場
(74㎡）

建設部公園緑地課

落合圃場

(224㎡）

帯那山

高原牧場
(23㎡）

住吉第一堰

(9㎡）

大円川

排水機場
(70㎡）

十郎川

排水機場
(72㎡）

貢川十二代堰

(12㎡）

住吉

用水井戸
No.2

(2㎡）

下小河原

用水井戸
(2㎡）

上町

用水井戸
No.2

(2㎡）

柏

排水機場
(240㎡）

中・

下今井堰
(10㎡）

西下条堰

(12㎡）

流川

取水堰
(8㎡）

牛の宮

下堰
(5㎡）

小瀬堰

(8㎡）

上曽根

揚水機場

(30㎡）

蛭沢川大町

揚水ポンプ

(9㎡）

中条堰

(8㎡）

牛の宮

上堰
(5㎡）

住吉

第二堰
(18㎡）

西下条

揚水ポンプ
(10㎡）

農用地

管理施設
(41㎡）

上町

用水井戸
No.1

(3㎡）
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中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

小

学

校

中

学

校

高

等

学

校

専

門

学

校

そ

の

他

教

育

施

設

総

合

教

育

セ

ン

タ

ー

学

校

新紺屋小

(4,784㎡）

舞鶴小

(5,274㎡）

朝日小

(5,331㎡）
里垣小

(5,468㎡）

東小

(5,998㎡）

甲運小

(5,003㎡）

善誘館小

(4,450㎡）

玉諸小

(6,370㎡）

貢川小

(5,548㎡）

石田小

(6,552㎡）

池田小

(6,557㎡）

新田小

(5,368㎡）

湯田小

(5,708㎡）

伊勢小

(6,277㎡）

中道南小

(3,676㎡）

中道北小

(3,947㎡）

国母小

(6,375㎡）

山城小

(8,325㎡）

大国小

(6,691㎡）

大里小

(7,141㎡）

相川小

(5,873㎡）

羽黒小

(6,008㎡）

千塚小

(5,997㎡）

千代田小

(1,904㎡）
北新小

(4,274㎡）

東中

(8,151㎡）

西中

(8,667㎡）
南西中

(7,183㎡）

富竹中

(7,482㎡）

南中

(8,318㎡）

上条中

(6,935㎡）

城南中

(8,429㎡）

北中

(8,108㎡）
北東中

(7,948㎡）

北西中

(6,809㎡）

笛南中

(5,353㎡）

甲府商業高校

(17,203㎡）

甲府商科専門学校

(3,201㎡）

教育研修所

(1,281㎡）

教育指導

研究センター
(487㎡）
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中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

幼

保

・

こ

ど

も

園

保

育

所

児

童

館

・

児

童

セ

ン

タ

ー

幼

児

教

育

セ

ン

タ

ー

放

課

後

児

童

ク

ラ

ブ

幼

児

・

児

童

施

設

朝気児童館

(270㎡）

中央保育所

(1,597㎡）

甲運第１

保育所
(631㎡）

甲運第２

保育所
(481㎡）

玉諸保育所

(572㎡）

中道保育所

(702㎡）

上九一色

保育所

(229㎡）

北新保育所

(986㎡）

北新児童

センター
(310㎡）

石田児童館

(236㎡）

西部児童

センター
(306㎡）

中道北児童館

(674㎡）

中道南児童館

(330㎡）

北部幼児

教育センター
(464㎡）

中央部幼児

教育センター
(485㎡）

貢川小放課後

児童クラブ
(71㎡）

朝日小

放課後

児童クラブ

(81㎡）

舞鶴小

放課後
児童クラブ

(68㎡）

里垣小放課後

児童クラブ
(72㎡）

甲運小放課後

児童クラブ
(118㎡）

玉諸小放課後

児童クラブ
(240㎡）

伊勢小放課後

児童クラブ
(62㎡）

大国小放課後

児童クラブ
(164㎡）

山城小放課後

児童クラブ
(327㎡）

大里小放課後

児童クラブ
(172㎡）

千塚小放課後

児童クラブ
(60㎡）

羽黒小放課後

児童クラブ
(137㎡）

中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

高

齢

福

祉

施

設

福

祉

セ

ン

タ

ー

障

が

い

福

祉

施

設

障

害

者

セ

ン

タ

ー

保

健

セ

ン

タ

ー

そ

の

他

そ

の

他

福

祉

施

設

相生福祉

センター
(1,634㎡）

貢川福祉

センター
(1,878㎡）

玉諸福祉

センター
(1,700㎡）

山宮福祉

センター
(1,716㎡）

相川福祉

センター
(2,064㎡）

障害者センター

(2,814㎡）

保健センター

(489㎡）

まちなか

健やかサロン
(254㎡） 光風寮

(1,683㎡）

上九の湯

ふれあいセンター

(1,968㎡）

古関・梯

いきいきプラザ
(140㎡）

健康の杜

センター
(1,793㎡）

上曽根

いきいきプラザ
(185㎡）

中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

市

立

病

院

地

域

医

療

セ

ン

タ

ー

医

療

施

設

地域医療センター

(3,230㎡）

市立甲府病院

(30,340㎡）
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中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

市

庁

舎

支

所

消

防

施

設

消

防

団

本

部

等

研

修

セ

ン

タ

ー

道

路

補

修

セ

ン

タ

ー

防

災

セ

ン

タ

ー

管

理

棟

・

事

務

所

倉

庫

・

書

庫

等

防

災

倉

庫

水

防

倉

庫

庁

舎

等

そ

の

他

行

政

系

施

設

本庁舎

(27,980㎡）

南庁舎

(4,060㎡）

西庁舎

(4,819㎡）
上下水道局

(3,438㎡）

旧南庁舎

(4,920㎡）

上九一色

出張所

(429㎡）

中道支所

(317㎡）
能泉連絡所

(132㎡）

宮本連絡所

(181㎡）

富士川

分団本部

(79㎡）

新紺屋

分団本部

(69㎡）

春日

分団本部

(69㎡）

相生

分団本部

(83㎡）

朝日

分団本部
(192㎡）

琢美

分団本部
(68㎡）

東

分団本部

(75㎡）

里垣

分団本部

(45㎡）

里垣分団

第３部

(55㎡）

東分団

青葉部
(18㎡）

玉諸

分団本部
(50㎡）

穴切

分団本部

(83㎡）

池田

分団本部

(68㎡）

貢川

分団本部

(94㎡）

貢川

分団第１部

(27㎡）

国母

分団本部

(41㎡）

山城

分団第２部
(49㎡）

山城

分団第５部

(41㎡）

湯田

分団本部

(64㎡）

大里

分団本部

(50㎡）

白井

分団車庫

(35㎡）

山城

分団第４部

(45㎡）

旧山城

甲文館

(322㎡）

相川

分団本部
(107㎡）

能泉

分団本部

(24㎡）

宮本

分団本部

(50㎡）

千塚

分団本部

(102㎡）

北新

分団本部

(32㎡）

千代田

分団本部
(84㎡）

羽黒

分団本部

(38㎡）

旧中央消防署

湯村出張所
(85㎡）

自治研修

センター
(1,157㎡）

補修センター

(1,025㎡）

西部コミュニティ

防災センター

(302㎡）

南東部コミュニティ

防災センター

(199㎡）

北部コミュニティ

防災センター
(598㎡）

旧甲府精進湖

有料道路

管理事務所

(634㎡）

甲府市国母教育プラザ

(248㎡）

高成造林小屋

(47㎡）

旧上九一色

村役場倉庫

(449㎡） 旧上九一色

小学校

(2,001㎡）

旧相川

市民会館

(199㎡）

造林資機材

倉庫②

(16㎡）

造林資機材

倉庫①

(13㎡）

造林資機材

倉庫③

(13㎡）

きのこ

栽培小屋

(13㎡）

山宮甲文館

(167㎡）

東部防災倉庫

(101㎡）

南西部防災倉庫

(101㎡）

北部防災倉庫

(102㎡）

城東

水防倉庫

(19㎡）

濁川

水防倉庫

(39㎡）

長松寺

水防倉庫

(15㎡）

中小河原

水防倉庫

(39㎡）

住吉

水防倉庫

(16㎡）

伊勢

水防倉庫

(24㎡）

中道

水防倉庫

(33㎡）

羽黒

水防倉庫

(39㎡）

上九一色

水防倉庫

(28㎡）

合併浄化槽

管理棟
(55㎡）

農業集落排水

施設管理棟

(195㎡）

市有林

管理事務所
(51㎡）
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中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

公

営

住

宅

公

営

住

宅

警察公舎

(93㎡）

里吉団地

(34,070㎡）

善光寺団地

(6,888㎡）

南西団地

(10,613㎡）

荒川団地

(11,011㎡）

南西第二団地

(7,397㎡）

朝日住宅

(106㎡）

東河原

疎開住宅
(28㎡）

後屋

第一住宅
(677㎡）

後屋

第二住宅
(677㎡）

古上条住宅

(670㎡）

上町住宅

(4,205㎡）

東下条住宅

(2,383㎡）

大里南団地

(5,607㎡）

城南団地

(4,483㎡）

山城南団地

(4,231㎡）

大里住宅

(3,253㎡）

上九一色

定住促進住宅
(713㎡）

大里北団地

(8,369㎡）

後屋団地

(17,987㎡）

むつみ荘

(7,371㎡）

宮塚団地

(3,533㎡）

北新団地

(10,344㎡）

中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

都

市

公

園

チ

ビ

ッ

コ

広

場

公

園

歴史公園

(100㎡）

甲府駅北口

多目的広場

(52㎡）

二十人町

公園
(13㎡）

朝日公園

(7㎡）

橘公園

(7㎡）

玉諸公園

(17㎡）
朝気

ふれあい公園

(22㎡）

西青沼公園

(7㎡）

徳行公園

(9㎡）

南西第一公園

(6㎡）

水宮公園

(9㎡）

南西第二公園

(6㎡）

池田公園

(84㎡）

遊亀公園

(748㎡）

南西第四公園

(6㎡）

南西第三公園

(6㎡）

堀之内北公園

(29㎡）

住吉区画整理

２号公園

(28㎡）

住吉区画整理

３号公園
(5㎡）

住吉区画整理

４号公園
(56㎡）

国母南公園

(15㎡）

円満寺公園

(7㎡）

さくら公園

(7㎡）

堀之内南公園

(119㎡）

大津公園

(18㎡）

しらい公園

(149㎡）

窪中島公園

(7㎡）

千塚公園

(70㎡）

古府中町

1号公園
(25㎡）

古府中町

２号公園

(19㎡）

宮前町

チビッコ広場
(3㎡）

和戸藤建

チビッコ広場
(2㎡）

城東一丁目

チビッコ広場
(6㎡）

高畑

チビッコ広場
(4㎡）

住吉

チビッコ広場
(3㎡）

千塚

チビッコ広場

(3㎡）
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中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

供

給

処

理

施

設

ご

み

処

理

場

産

業

系

施

設

そ

の

他

焼却灰処分地

(411㎡）
衛生センター

(3,601㎡）

一般廃棄物

最終処分場
(143㎡）

大里第一団地

地域し尿処理施設

(130㎡）

環境センター

(22,033㎡）

増坪町

一般廃棄物
最終処分場

(376㎡）

中

分

類

小

分

類

中央部地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域

リ

サ

イ

ク

ル

プ

ラ

ザ

駐

輪

場

斎

場

・

墓

場

公

衆

便

所

等

卸

売

市

場

そ

の

他

リサイクルプラザ

(3,082㎡）

甲府駅北口

第１自転車
駐車場

(1,237㎡）

甲府駅北口

第２自転車
駐車場

(1,216㎡）

斎場

(1,866㎡）

つつじが崎霊園

(128㎡）

千代田湖

公衆便所
(千和前)

(15㎡）

千代田湖

公衆便所
(新橋前)

(30㎡）

夢の松島

公衆便所

(23㎡）

高成公衆便所

(18㎡）

あずまや

(7㎡）

昇仙峡滝上

公衆便所
(23㎡）

天神森

公衆便所

(37㎡）

地方卸売市場

(34,262㎡）
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 類似団体との比較 

2015（平成 27）年度末現在において、本市の人口 193,125 人に対し、公共施設の延床面積

の合計が 630,730 ㎡で、市民 1 人当たりの延床面積が 3.27 ㎡/人となっており、他の特例市※

と比較すると、平均値である 3.15 ㎡/人を上回っています。 

 

人口 1 人当たりの延床面積の特例市との比較 

 

 

※特例市の公共施設の面積は行政財産及び普通財産の建物面積合計（2016（平成 28）年 3月 31日現在） 

※人口は国勢調査人口 （2015（平成 27）年） 

 

 

 

 

※特例市 

2000（平成 12）年 4 月の地方自治法の改正により創設された都市制度。人口 20 万人以上の市に一般の市よ

りも多くの権限を与えることによって、地域の実情に即した個性あるまちづくりを、自らの責任と判断で迅

速かつ的確に行うことができる制度。 

2015（平成 27）年 4 月 1 日より特例市制度は廃止され、中核市制度に統合された。 
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平均：3.15㎡/人
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 年度別建築状況 

公共施設の建築年度別延床面積では、昭和 40 年代後半から昭和 60 年代までの間に、多く

の公共施設を整備しており、建築後 30 年以上経過した施設の延床面積は、329,612 ㎡で全体

の 52.3％を占めています。 

 

公共施設の建築年度別延床面積 

 

  

 

※建築後の経過年数は 2016（平成 28）年度を基点に算出。 

  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

1950 1953 1956 1959 1962 1965 1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001 2004 2007 2010 2013 2016

市民文化系施設 社会教育系施設 スポーツ・レクリエーション系施設
産業系施設 学校教育系施設 子育て支援施設
保健・福祉施設 医療施設 行政系施設
公営住宅 公園 供給処理施設
その他

（㎡）
総延床面積,

630,730㎡

建築後30年以上60年未満,

328,309㎡ 52.1%
建築後30年未満,

301,118㎡ 47.7%

建築後60年以上,

1,303㎡ 0.2%

（年度）

～
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 耐震化状況 

本市の保有する公共施設の内、耐震化未実施の公共施設の延床面積は 34,886 ㎡で、全体の

5.5％となっています。 

なお、学校施設（校舎、屋内運動場）の耐震化は完了しています。 

 

公共施設の耐震化状況 

 

 

 

 

※新耐震基準 

建築物の設計において適用される地震（大地震：震度 6 強）に耐えることのできる構造として、1981（昭和

56）年 6 月 1 日以降の建築確認において適用されている基準。 
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

1950 1953 1956 1959 1962 1965 1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001 2004 2007 2010 2013 2016

耐震化未実施 耐震化実施済み 耐震化不要

（㎡） うち新耐震基準※（1981年6月以降）

㎡395,377
耐震化未実施

㎡34,886

耐震化実施済み

㎡91,682

（年度）

～

14.5% 5.5% 62.7%

耐震化不要

㎡ 79.9%504,161
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 ユニバーサルデザイン化の対応状況 

本市の保有する公共施設 308 施設の内、堰や倉庫等を除いた 265 施設におけるユニバーサ

ルデザイン化の対応率は、通路 39.25％、駐車場 27.58％、トイレ 42.26％となっています。 

また、265 施設の内、2 階以上の建物がある施設は全部で 138 施設あり、エレベーターの

設置率は、全体で 16.67％となっています。 

分類別ユニバーサルデザイン対応率 

 

※分類別の対応割合は、小数点第三位を四捨五入。 

 

※1 通路等 

出入口の段差に対応している施設の割合。 

※2 駐車場 

車いす使用者用駐車施設を整備している施設の割合。 

※3 トイレ 

オストメイト対応トイレ又は車椅子用トイレを整備している施設の割合。 

※4 エレベーター 

地上 2 階以上の建物で、エレベーターを設置している施設の割合。 

  

分類 施設数 通路等※1 駐車場※2 トイレ※3  
2階以上

施設数 
エレベーター※4 

市民文化系施設 29 82.76% 55.17% 79.31%  14 50.00% 

社会教育系施設 7 57.14% 14.29% 42.86%  5 40.00% 

スポーツ・レクリエーショ
ン系施設 

11 27.27% 0.00% 36.36%  2 0.00% 

産業系施設 8 25.00% 0.00% 12.50%  2 0.00% 

学校教育系施設 40 97.50% 95.00% 92.50%  40 0.00% 

子育て支援施設 27 11.11% 0.00% 7.41%  10 10.00% 

保健・福祉施設 13 100.00% 53.85% 100.00%  8 75.00% 

医療施設 2 100.00% 50.00% 100.00%  2 100.00% 

行政系施設 53 16.98% 11.32% 13.21%  29 10.34% 

公営住宅 23 4.35% 4.35% 17.39%  17 5.88% 

公園 36 0.00% 0.00% 22.22%  2 0.00% 

供給処理施設 6 16.67% 16.67% 16.67%  5 20.00% 

その他 10 30.00% 20.00% 70.00%  2 0.00% 

合計 265 39.25％ 27.58％ 42.26％  138 16.67％ 
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 公立小学校・中学校の適正規模・適正配置 

文部科学省では、「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」（2015（平

成 27）年 1 月）を策定し、学校統合の適否又は小規模校を存置する場合の基本的な方向性を

まとめています。 

 学習環境の向上に資する学校施設の複合化 

文部科学省では、「教育振興基本計画」（2013（平成 25）年 6 月 14 日閣議決定）において、

学校施設の複合化や余裕教室の活用を促進するため、「学習環境の向上に資する学校施設の複

合化の在り方について」（2015（平成 27）年 11 月）の中で、学校施設の複合化のあり方や、

国による支援策等をとりまとめるとともに、「子供と地域を元気にする余裕教室の活用」（2014

（平成 26）年 8 月）の中で、学校施設の余裕教室を活用した複合化の事例を示しています。 

 小中一貫教育の推進 

「学校教育法の一部を改正する法律」（2016（平成 28）年 4 月施行）により、小中一貫教

育の実施を目的とした「義務教育学校」の制度が創設され、地方公共団体において施設一体

型の義務教育学校を設置することが可能となりました。 

 スポーツ施設のストック適正化 

スポーツ庁では、国民が身近にスポーツに親しむことのできる環境の持続的な確保を目指

し、「スポーツ施設のストック適正化ガイドライン」（2018（平成 30）年 3 月）を策定し、地

方公共団体におけるスポーツ施設の適正化に係る取組みを推進しています。 

 子育て支援の充実 

内閣府、文部科学省及び厚生労働省では、「子ども・子育て支援新制度 なるほど BOOK」

（2016（平成 28）年 4 月改訂版）を作成し、認定こども園の整備を推進しているほか、厚生

労働省の策定した「放課後児童クラブ運営指針」（2015（平成 27）年 4 月）では、対象児童

の拡大や放課後児童クラブの必要面積等を定めています。 

 公営住宅における居住環境の再生 

国土交通省では、「住生活基本計画（全国計画）」（2016（平成 28）年 3 月 18 日閣議決定）

を策定し、空き家活用の促進、民間事業者のノウハウや技術を活用した公営住宅の整備や管

理等の基本的な施策を示しています。 

 公共施設の長寿命化の推進 

国がとりまとめた「インフラ長寿命化計画」（2013（平成 25）年 11 月）に基づき、各関係

省庁では、「インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定し、公共施設等の維持管理及び更新

等に関する基本的な施策を示すとともに、長寿命化を推進しています。 
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 コンパクトなまちづくりの促進 

国土交通省では、「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」（2016（平成 28）年 9 月

施行）に基づき、立地適正化計画制度を創設し、行政と住民や民間事業者が一体となったコ

ンパクトなまちづくりを促進しています。 

 まちづくりのための公的不動産（PRE）有効活用 

国土交通省では、「まちづくりのための公的不動産（PRE※1）活用ガイドライン」（2014（平

成 26）年 4 月）を作成し、地域の特性に応じた公共施設の再配置計画の作成や、遊休資産の

活用等、各地方公共団体において検討すべき項目を示しています。 

 多様な PPP/PFI手法導入の推進 

内閣府では、「多様な PPP※2/PFI※3手法導入を優先的に検討するための指針」（2015（平成

27）年 12 月）を作成し、地方公共団体等における民間の資金やノウハウを活用することが効

率的かつ効果的な事業について、PPP/PFI 手法導入を優先的に検討することを推進していま

す。 

 都市公園における民間活用の推進 

国土交通省では、「都市公園法」（2017（平成 29）年 6 月改正）により創設された公募設置

管理制度（Park-PFI）※4の活用を促進するため、「都市公園の質の向上に向けた Park-PFI 活

用ガイドライン」（2017（平成 29）年 8 月）を作成し、都市公園の整備や維持管理における

民間活用を推進しています。 

 地球温暖化対策の推進 

環境省では、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（2016（平成 28）年 5 月改正）により

策定した「地球温暖化対策計画」（2016（平成 28）年 5 月 13 日閣議決定）に基づき、公共施

設における省エネルギー対策、再生可能エネルギー設備の導入等、温室効果ガスの排出量の

削減へ向けた措置に関する「地方公共団体実行計画（事務事業編）」の策定と実施を促進して

います。 

※1 PRE：パブリック・リアル・エステート：公的不動産 

国や地方自治体が保有する公共施設や土地などの不動産。 

 

※2 PPP：パブリック・プライベート・パートナーシップ：公民連携 

公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民間のノウハウを利用し、効

率化や公共サービスの向上を目指すもの。指定管理者制度も含む。 

 

※3 PFI：プライベート・ファイナンス・イニシアティブ 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用することで、管理運営

等の効率化やサービス向上を図る公共事業の手法。 

 

※4 公募設置管理制度（Park-PFI） 

都市公園利用者の利便の向上に資する飲食店や売店等の施設等を設置し、当該施設から生ずる収益を活用し

ながら、周辺の園路や広場等の公園施設の整備や改修等を一体的に行う者を、公募により選定する制度であ

り、都市公園に要する財政負担の軽減と利用者の利便の向上を図る整備及び管理運営手法。 
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 中核市への移行（中核市基本方針） 

分権時代をリードする自治体として相応しい権限と責任を持ち、多様化する市民ニーズに

迅速かつ的確に対応していくため、2015（平成 27）年 6 月に中核市への意向を表明し、県か

らの移譲業務の引継ぎ作業等、様々な取組みを進め、2019（平成 31）年 4 月 1 日に中核市※

へ移行しました。 

 集約と連携による持続可能な都市構造の実現（甲府市都市計画マスタープラン） 

2018（平成 30）年 3 月に策定した｢甲府市都市計画マスタープラン｣において、｢人口減少・

少子高齢社会に対応したコンパクトなまちづくり｣、｢既存ストックを活かした持続可能なま

ちづくり｣、｢拠点同士が連携した活力あるまちづくり｣、｢地域特性を活かした産業振興のま

ちづくり｣及び｢自然を保全し環境に配慮したまちづくり｣の５つの基本目標を掲げ、都市機能

や生活利便機能を集約する拠点又は地区の設定によるコンパクトなまちづくりと、拠点等相

互間を結ぶ利便性の高い公共交通ネットワークの構築により｢集約と連携による持続可能な都

市構造｣を目指しています。 

 リニア中央新幹線の開業（甲府市リニア活用基本構想） 

2017（平成 29）年 3 月に策定した「甲府市リニア活用基本構想」において、「移住・定住

の促進」、「国際交流都市への構築」、「産業振興の推進」、「歴史物語都市への整備」、「都市間

連携の推進」の 5 つの目標を掲げ、リニア開業による効果を最大限に享受し、市域全体の活

性化につなげていくことを目指しています。 

 新都市拠点整備事業の推進（甲府駅周辺土地区画整理事業） 

甲府駅周辺を、地方中核都市に相応しい利便性及び安全性の高い交通拠点へ改善するとと

もに、公共施設の整備、改善及び宅地の利用増進を図るための土地区画整理の事業を進め、

「魅力と活力のある誰もが住みたい楽しいまち」を目指しています。 

 甲府城周辺地域の整備（甲府城周辺地域活性化実施計画） 

甲府城周辺地域の整備の基本的な考え方を「甲府城の歴史・文化と緑が感じられ、ゆっく

り過ごせ、また来たいと思える空間づくり」と定め、甲府城と調和した緑豊かな空間と江戸風

のまちなみの整備等を進め、甲府城周辺地域の回遊機能の向上と観光振興による誘客促進を

図り、中心街の活性化や「歴史物語都市こうふ」の実現を目指しています。 

 

※中核市 

人口 20 万人以上の市の事務権限を強化し、できる限り市民の身近なところで行政を行うことができるように

した都市制度。制度施行時において特例市は、2020（令和 2）年 3 月 31 日まで人口 20 万人未満であっても

中核市の指定を受けることができることになっている。 
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本市が保有する公共施設について、市民の利用状況や満足度を把握するとともに、今後の公

共施設の維持管理及び運営のあり方等について、意見を把握することを目的に、総合管理計画

策定時に市民アンケート調査を実施しました。 

調査は、住民基本台帳より、無作為に抽出した 18 歳以上の市民 2,000 人を対象に行い、内

813 名の方に回答いただきました。（回答率 40.7％） 

 

 公共施設の利用状況 

どの施設分類においても 7 割以上の人が「利用していない」と回答しています。 

施設分類別の利用状況(単数回答) 

 

※各回答の割合は、小数点第二位で四捨五入。 

  

0.3

0.7

0.5

0.2

0.2

0.3

1.6

3.8

1.1

0.7

0.1

0.6

12.8

12.4

8.7

1.7

5.9

0.8

3.9

0.4

75.2

73.7

80.1

89.0

83.9

88.6

85.8

90.0

10.1

9.4

9.6

9.2

9.2

10.3

9.4

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市民文化系施設
n=7,316

社会教育系施設
n=2,438

スポーツ施設
n=4,065

レクリエーション施設
n=4,878

産業系施設
n=813

子育て支援施設
n=6,504

保健・福祉施設
n=4,065

防災センター
n=2,349

週に1回以上 月に1回以上 年に数回程度 利用していない 無回答
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 今後の公共施設の整備や維持管理及び運営のあり方 

約半数近い人が「代替施設があり利用頻度の少ない公共施設を削減していくことを考える」

と回答しています。 

今後の公共施設のあり方(単数回答) 

 

 公共施設の削減方法 

6 割以上の人が「社会情勢の変化により利用者が減少している施設」の削減を優先すると回

答しています。 

公共施設の削減方法(複数回答 ３つまで) 

 

 

2.8

10.2

27.4

47.4

5.3

1.6

5.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

財源の問題はあるが、公共施設はまだ不足して

いると思うので、今後も拡充していくことを考える

今ある公共施設を維持し、建物の寿命を迎えたら

その都度、建替えていくことを考える

公共施設の複合化等により総量を減らしていく

ことを考える

代替施設があり利用頻度の少ない公共施設を

削減していくことを考える

わからない

その他

無回答
n=813

64.1

41.8

42.8

40.5

28.2

28.5

3.1

1.2

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

社会情勢の変化により利用者が減少している施設

誰もが利用できる施設であるにもかかわらず、

一部の個人・団体等にしか利用されていない施設

建物・設備が老朽化している施設

施設の維持管理・運営にかかる費用が多い施設

市内において近接している施設で、提供する

サービスが異なるが機能が代替できる施設

近隣の市や町の施設と機能が重複している施設

わからない

その他

無回答 n=813（複数回答）
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本市で進めている公共施設等マネジメントの取組みを周知するとともに、市民目線から見た、

今後の公共施設のあり方と再配置に関する意見を聴取することを目的に市民ワークショップを

開催しました。 

 実施内容 

本市の公共施設の内、市民が利用する代表的な 15 分類について、公共施設の再配置等に関

する意見交換を行いました。 

 施設分類ごとの再配置に関する主な意見 

分類 主な意見 

市民センター 
○他の施設と複合化して、もっと多くのサービスを受けられるようにしたほうが良い。 

○マイナンバーカードを普及させて、窓口業務の集約を図ったほうが良い。 

地域公民館 

悠遊館 

○地域住民活動の核となる施設であるので、最小限の配置は必要である。 

○地域住民の集まりの場となっているので、お年寄りなどのためにも、集約はせず分散させ長寿

命化を図ったほうが良い。 

市民会館 
○駐車場も限られていることから、交通ネットワークの充実を図ったほうが良い。 

○民間に入ってもらい、カフェなど利用率を上げる仕組みを作るべきである。 

図書館 
○民間の力を借りて、カフェ併設など行政ではできないサービスを提供してほしい。 

○民間委託した方が、高齢者や子供のニーズに合ったサービスを提供できるのではないか。 

博物館等 
○利用者数が少ないという理由で採算が取れないなら、廃止すべきである。 

○博物館は歴史を残しておく意味でも必要である。 

スポーツ広場等 

○防災的観点から地区に空地は必要である。複合化で利便性を高めるのが良い。 

○市だけが負担を請け負うのは大変であり、他の市町村からも集まる憩いの場でもあるため、広

域連携を行っていくべきである。 

キャンプ場 
○レジャーなどで利用する施設であるので、民間のノウハウを活用するなどしたほうが良い。 

○山場にあるので、夏場しか利用できないという点で、もっと減らしても良い。 

勤労会館 ○総合市民会館など、他の施設に集約できないか。 

小学校 

中学校 

○距離が近い小中学校もあるので集約できるのではないか。ただし、集約しすぎると避難場所が

なくなるデメリットもある。 

○地区の核となる施設であり、存続させてほしい。長寿命化して多目的に利用することも可能で

はないか。 

保育所 

○民間の保育所の数の方が多く、民間に任せられる。また、民間の方が共稼ぎに合った効率的

な運営ができる。 

○保育所が足りないので隣町との連携も必要。広域化して、働いている所と近い保育所に入れ

ることができれば楽になる。 
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分類 主な意見 

児童館・ 

児童センター 

○子育て施設は複合化して一緒にできないか。 

○午前中は高齢者が利用するなど、時間で分けて活用できないか。 

幼児教育 

センター 

○子育て施設は複合化して一緒にできないか。 

○親（利用者）としては、似た施設が集まっている方が良い。 

○利用者も少なくあまり有効に活用されていない。また、スマホが普及して相談はネットでできる

ので廃止も考えられる。残す必要性があれば、民間委託を考える。 

放課後 

児童クラブ 

○子育て施設は複合化して一緒にできないか。 

○午前は高齢者、午後は子どもが使うといった活用が考えられる。 

○学校内で空教室を貸していただけると良い。 

○スペースに限界がある。複合施設にしてスペースを確保する。 

老人福祉 

センター 

○市民センターと複合化、もしくは民間に任せられる。 

○利用者のことを熟知していそうなデイサービスの民間施設と連携している方が、高齢者にとって

良いのではないか。 

市庁舎・支所 

○支所は、支所機能は残して他の機能を集約化する。ただし、上九一色支所はコンビニ交付と

いっても、近くにコンビニがない。 

○本庁舎は、パスポート申請など、県との協力又は連携ができるのではないか。 

○スペース不足については、複合化するなどして、外部の使えるスペースを活用していく。 
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○市内に県所管の公共施設が設置されているほか、5 市 4 町に隣接している立地を踏まえ、県

や周辺市町と連携した効果的な再配置を検討していく必要があります。 

○人口減少に伴い、公共施設に余剰又は余裕（以下「低未利用」という。）スペースの発生が予

測されることから、市民需要を踏まえ、施設総量の抑制、既存施設の高度利用を検討してい

く必要があります。 

○少子高齢化の進行等により、市民ニーズも多様化していくことが予測されることから、利便

性を考慮した施設配置や機能強化を検討していく必要があります。 

○税収の伸び悩みや義務的経費の増大等、今後、財政状況が厳しくなることが予測されること

から、公共施設に係る財政面での負担を軽減していく必要があります。 

○様々な自然災害のリスクが想定されることから、建物構造等を考慮した機能や今後の施設配

置を検討していく必要があります。 

○公共施設の老朽化が進んでいることから、点検や診断等によって建物や設備の劣化状況を把

握し、計画的な保全を実施していく必要があります。 

 

○各省庁から、今後の公共施設のあり方について、新たな方針が示されていることから、国や

県からの情報収集に努め、法改正や社会情勢の変化等を踏まえながら、効率的な再配置を検

討していく必要があります。 

 

○都市計画マスタープランが目指す、将来を見据えたまちづくりの方向性等と連携し、中核市

への移行や、リニア活用基本構想、甲府駅及び甲府城周辺地域の整備等の動向を踏まえた再

配置を検討していく必要があります。 

 

○再配置にあたっては、ステークホルダー※との調整（協議）やワークショップの開催など、市

民等の参画の機会を設けながら各施設の方向性を検討する必要があります。 

○市民の多くが公共施設を利用していない実態があることから、再配置にあたっては、市民ニ

ーズを十分把握したうえで、より多くの人が利用するために必要なスペースの確保とサービ

スの提供方法を検討していく必要があります。 

 

※ステークホルダー 

公共施設を直接的又は間接的に使用する利害関係者。 

施設を利用する方、団体及び施設管理者等を指す。 
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本章では、本市の公共施設を取り巻く現状及び課題等を踏まえ、将来の望ましい再配置に向

けて、基本理念（どのような姿を目指して）、基本方針（何をすべきか）及び目標（どの程度ま

で実施するか）を示します。 

 

再配置に関する基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(都市像) 

人・まち・自然が共生する未来創造都市 甲府 

総合計画 

＜公共施設等マネジメントの基本方針＞ 

 
まちづくりの視点 方針 1 

施設総量の適正化 方針 2 

施設の長寿命化 方針 3 

効率的な施設運営 方針 4 

総合管理計画 

保有量（延床面積）を 30年間で 31%削減 

保有量の目標 

公共施設を 
取り巻く現状 

市の概況 

社会潮流 

市民意識 

本市の動向等 

再配置に向けた課題 

○今後のまちづくりと将来を見据えた再配置 等 

○既存施設の有効活用 

○低未利用施設等の再配置 

○市民ニーズを踏まえた施設総量の適正化 等 

○県や周辺市町との広域連携 

○施設総量の抑制 

○既存施設の高度利用 

○利便性を考慮した施設配置 

○施設機能の強化 

○公共施設に係る財政面での負担軽減 

○自然災害のリスクを踏まえた建物構造、機能

及び施設配置 等 

○法改正や社会情勢の変化等を踏まえた再配

置  

再配置に関する基本的な考え方 

次の世代に負担をかけず、 

安心して快適に利用できる施設に再配置する 

基本理念（どのような姿を目指して） 

保有量（延床面積）を 30年間で 31%削減 

目標（どの程度まで実施するか） 

基本方針（何をすべきか） 

適切なサービスを維持し、 
施設総量を適正化する 

方

針

1 

公共施設の安全を確保し、 
既存施設を最大限活用する 

方

針

2 

市民や民間事業者と連携し、 
効率的・効果的な管理運営を実施する 

【取組方策】 
○ 公共施設全体の状況把握 
○ サービスの適正化 
○ 施設総量の適正化 
○ 集約化・複合化等の推進 
○ 県や周辺市町との広域連携の推進 
○ まちづくりを見据えた施設配置の推進 

【取組方策】 
○ 予防保全の推進 
○ リスクの最小化 
○ 長寿命化の推進 
○ ユニバーサルデザインの推進 

方

針

3 

【取組方策】 
○ 経営の視点に立った行財政運営の推進 
○ 効率的な管理運営の推進 
○ 民間施設等の活用 
○ 新たな事業手法の推進 
○ 自主財源の確保 
○ 市民や民間事業者等との情報共有 
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本市では、高度経済成長期における人口増加や経済的な繁栄を背景に、様々な行政需要に応

えるため、多くの公共施設を整備してきました。 

しかし、施設の老朽化や少子高齢化が進行する現在において、第 2 章で整理した「公共施設

を取り巻く現状や課題」等から、すべての公共施設をこれまでと同様に維持管理しながら運営

していくことは、財政面から見て、私たちの子どもや孫たちの世代にまで、負担を残してしまう

ことになりかねず、将来を見据え、本市にとって本当に必要なものは何かを、しっかりと見定め

ていかなければならない時代を迎えています。 

また、近年では、公共施設等の老朽化に起因する事故や大規模な自然災害の発生も危惧され

ており、安全かつ安心な施設利用を確保するための取組みも急務となっています。 

以上のことから、本市では、次の基本理念を掲げ、公共施設を経営するという新たな発想へ転

換を図りながら、施設総量の適正化と財政負担の軽減に向けた取組みを着実に実施していきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

次の世代に負担をかけず、安心して快適に利用できる 

施設に再配置する 

再配置 

次の世代に負担をかけず、 

安心して快適に利用できる施設へ 
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基本理念の実現に向けて、次の 3 つの基本方針（何をすべきか）を定めます。 

 

基本方針１  

社会情勢等の変化や市の将来を見据え、公共施設全体での施設総量を抑制するとともに、建

物重視からサービス重視への発想転換によって、施設総量の適正化を図ります。 

 

 

基本方針２ 

公共施設の老朽化や市民ニーズの変化等を踏まえ、施設の安全と利便性を確保し、適切な維

持管理を実施していくことで、施設の長寿命化を図ります。 

 

 

基本方針３  

公共施設全体を貴重な経営資源と捉え、低未利用施設の利活用を推進するとともに、市民や

民間事業者等との連携によって効率的かつ効果的な施設整備及び管理運営を図ります。。 

 

 

 

 

 

  

省エネ対策 

民間施設の活用 等 長寿命化 

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ 等 

様々なサービスが 

利用できる便利な施設に 

集約化 

複合化 等 

安全で快適な施設に ムリ・ムダの無い施設に 

再配置の取組例 
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総合管理計画では、2045（令和 27）年度までに、公共施設の大規模改修及び建替えに係る更

新等費用の総額を約 1,642 億円と試算しています。 

この更新等費用を 1 年当たりに換算すると約 55 億円となり、将来の公共施設の更新等に要す

る投資的経費実績額※が 1 年当たり約 38 億円であることから、年間約 17 億円が不足すること

になります。 

 

公共施設の将来の更新等費用の推計 

（更新：建築後 60年、大規模改修：建築後 30年） 

 

 
 

＜試算条件＞ 

□物価変動率、落札率等は考慮しない 

□公共施設の更新（建替え）、大規模改修は、更新年数経過後に現在と同じ延床面積で更新 

□建築後、60年で更新（建替え）を実施 

□建築後、30年で大規模改修を実施 

□更新（建替え）の単価は 34万円/㎡、大規模改修費用の単価は 20万円/㎡ 

 

 

 

※投資的経費実績額 

公共施設の投資的経費には、建替え及び改修等、既存の公共施設を更新等するための経費（既存更新分）、新

たな公共施設を建設するための経費（新規整備分）、公共施設を建設するために用地を取得するための経費（用

地取得分）がある。総合管理計画では、今後の施設整備を抑制する観点から、既存更新分に新規整備分の半

分及び用地取得分を加えた約 38 億円（2010（平成 22）年度から 2014（平成 26）年度の 5 ヵ年平均）を投

資的経費実績額としている。 
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総合管理計画では、公共施設に係る将来の更新等費用を、投資的経費実績額の 38 億円以内に

収めていくために、約 31％の延床面積を削減する必要があるとしています。 

なお、この目標は、今後 30 年間の再配置に向けた取組みの目安として設定するものであり、

今後の計画推進にあたっての道しるべとなるものです。 

そのため、今後の社会情勢の変化、財政状況、人口動向等に応じて適宜見直しを行います。 

 

約 17.0 億円（年平均不足費用） 

÷約 55.0 億円（1 年当たりの将来の更新等費用）×100 ≒ 31％ 

 

目標設定のイメージ 

 

 

総合管理計画の目標 

公共施設の保有量（延床面積）を今後 30年間で 31％削減します。 

 

 

  

0.0
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年
平
均
更
新
等
費
用
（
億
円
）

延床面積の縮減率

更新等費用（億円） 投資的経費（億円）

縮減率：31％
約55億円

約38億円

年間不足額

約17億円 約 17.0 億円/年

約 55.0 億円/年 約 38.0 億円/年

年平均不足費用

1年当たりの

将来の更新等費用 投資的経費実績額

（今後30年間）

施設総量の適正化 施設運営の効率化 

施設の長寿命化 

現在の公共施設 

再配置 

3つの視点で目標を達成 
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再配置計画では、基本方針に基づく 3 つの視点の組み合わせによって、財政支出の削減を図

り、総合管理計画で設定した目標の達成を目指します。 

 

 視点 1：施設総量の適正化 

適切なサービスを維持し、集約化、複合化及び類似機能の統合等の手法によって施設総量

の適正化を図ります。 

 

 視点 2：施設の長寿命化 

公共施設の安心と安全を確保し、既存施設を最大限活用することで、更新等費用の抑制と

平準化を図ります。 

 

 視点 3：効率的な施設運営 

市民との協働、民間事業者との連携等により、施設サービスの質の向上及び管理運営の効

率化とコストの最適化を図ります。 

 

目標達成のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在の公共施設 

個々の施設毎に管理 

見直すべき施設 

今後も保有し 

続ける施設 

  

 

人口構造等の変化に伴う 

新たな市民ニーズ 

機能の充実と見直し 

市民ニーズに対応 

  

安心と安全の確保 

耐震化等災害に備える 

機能の確保 

施設総量の適正化 

施

設

の

長

寿

命

化 

既存の公共施設 

新設する公共施設 

一元的なマネジメント 

効

率

的

な

施

設

運

営 

延床面積 

削減 

更新等費用 

の平準化 

コストの 

最適化 
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基本方針１  

＜基本的な考え方＞ 

人口減少や厳しい財政状況、市民ニーズの変化等により、公共施設に求められる役割も大

きく変化していくことが予測されることから、多目的に利用できる施設への機能改善や利便

性の向上等を推進することにより、効率的なサービス提供を図っていく必要があります。 

また、今後の都市開発の動向や、中核市への移行を踏まえ、県や周辺市町と連携しながら、

甲府圏域全体の活性化と、将来のまちづくりを見据えた施設配置を検討していくことも必要

となります。 

これまでの「サービス＝建物」という考え方から、「建物」に依存せずに「サービス」を重

視する考え方へ発想の転換を図り、必要な施設規模とサービスを見極めながら、施設の集約

化や複合化及び広域連携等の取組みにより、施設総量の適正化を推進します。 

 

施設総量の適正化のイメージ 

 

＜取組方策＞ 

 公共施設全体の状況把握 

○各施設の現状や課題を把握し、分析するため、公共施設全体の情報を一元的に管理する仕

組みを構築します。 

○各施設の基礎情報や管理運営状況等を取りまとめた施設カルテ※1 を継続的に更新し、市民

等に向けて公開するとともに、施設全体の状況把握に努めます。 

 サービスの適正化 

○市民ニーズと行政サービスの利用実態等の把握に努め、行政サービスとしての必要性及び

各施設に求められる機能や役割を見直すことにより、サービスの適正化を図ります。 

 

 

  

    

行政事務 
社会教育 

集会 子育て 
支援  

 

 

 

行政事務 社会教育 集会 子育て 
支援 

行政事務 集会 

子育て 
支援 

【公共施設のイメージ】 【施設総量の適正化】 【建物（手段）】 

【サービス（目的）】 

社会教育 
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 施設総量の適正化 

○人口減少等に伴い利用率が低下する施設が予測されることから、長期的かつ計画的な視点

で施設総量の適正化を図ります。 

○大規模改修や建替えの時期を迎える施設は、利用実態や低未利用スペースの状況等を踏ま

えながら、適正な規模での更新を検討します。 

○新たな施設整備が必要となった場合は、スクラップアンドビルド※2を原則とした施設整備

を推進します。 

○施設の管理運営の委託や民間施設等の活用等、民間事業者との連携強化を推進します。 

 集約化及び複合化等の推進 

○既存施設を最大限活用するため、現在の使い方を見直すとともに、これにより発生する低

未利用スペースについて、他用途への転用を検討します。 

○各施設の利用実態や周辺施設の低未利用スペース等の状況を踏まえ、集約化や複合化の可

能性を検討します。 

○低未利用となっている施設については、同一用途の複数施設や類似する機能を持つ施設の

集約化や統合を推進します。 

○設置当初の目的を終えている施設は、他用途への転用又は廃止の可能性を検討します。 

 県や周辺市町との広域連携の推進 

○中核市として、甲府圏域全体の活性化を目指し、県や周辺市町との広域連携を図りながら、

施設の相互利用、共同運営等による総量適正化を推進します。 

 まちづくりを見据えた施設配置の推進 

○まちづくり及びコミュニティづくりの視点から、地域の文化、伝統、歴史的な経緯や市民

意向を踏まえた再配置を検討します。 

○甲府市都市計画マスタープラン等と連携する中で、将来のまちづくりや、市民の利便性等

を考慮した再配置を推進します。 

○再配置の実施により発生する未利用施設については、将来的なまちづくりを見据えながら、

他用途への転用、売却及び貸付け等による利活用を推進します。 

○施設配置を見直す際には、公共交通機関へのアクセス性の向上や、駐車スペースの確保等、

交通弱者に配慮したコンパクトかつ利便性の良い配置を検討します。 

 

※1 施設カルテ 

各施設の情報を「財務（コスト）」、「品質（ストック）」、「供給（サービス）」の視点で整理し、グラフ等を

用いてまとめたもの。 

※2 スクラップアンドビルド 

老朽化により機能が著しく低下している施設や低未利用施設等を廃止又は解体し、新しい施設の建設により

機能強化や利用率の向上を図ること。 
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基本方針２ 

 

＜基本的な考え方＞ 

本市の公共施設の多くは、高度経済成長期を中心に整備したものであり、今後、老朽化に

よる建物や設備の機能低下が進行していくことにより、重大事故の発生が懸念されるほか、

多様化していく市民ニーズに対応できない施設の発生も懸念されます。 

また、全国的に大規模な自然災害が発生する中、災害発生時の拠点として重要な役割を担

う公共施設には、安全性の確保や防災機能の強化が求められています。 

今後、限られた財源の中で各施設の安全性と快適性を確保していくためには、予防保全※1

の考え方に基づいた施設点検と、点検結果を踏まえた改修や修繕を計画的に実施するなどの

長寿命化に向けた取組みを強化し、既存施設を最大限活用することを推進します。 

 

施設の長寿命化による費用の平準化イメージ 

 

 

 

＜取組方策＞ 

 予防保全の推進 

○事後保全※2 から予防保全への転換を図ります。 

○法定点検※3 と自主点検※4 を組み合わせて実施することにより、公共施設の劣化状況や不具

合等の早期発見に努めます。 

○自主点検にあたっては、施設管理者が日常業務の中で簡易に点検できるよう、マニュアル

の改訂等、効率的かつ効果的な仕組みを検討します。 

○点検の実施や点検結果の管理や分析を総括的に実施するため、専門技術や知識を持った点

検員の配置を検討します。 

○計画的な保全の実施に向け、点検や診断の結果及び修繕や改修履歴等の各種情報を一元管

理する仕組みを構築します。 

 

建物の長寿命化により建替え需要のピークを平準化 想定する耐用年数で建替えした場合 

経過年数 

費
用 

更新時期が集中 

将来 過去 

経過年数 

費
用 

平準化 

将来 過去 
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 リスクの最小化 

○各施設が抱える災害リスク等を考慮しながら、中長期的な視点で機能又は施設の移転を検

討します。 

○老朽化等により、安全性が低下している施設や、法定耐用年数を迎えた施設等については、

建物の劣化状況や利用実態等を踏まえながら、適切な改修又は他施設への機能移転等を検

討します。 

 ○施設管理者等による自主点検を強化し、不具合等の早期発見に努めます。 

 長寿命化の推進 

○予防保全の考えに基づき、施設の点検を実施するとともに、点検結果を踏まえた計画的な

修繕や改修を実施しながら、維持管理費用の抑制及び更新等費用の平準化を図ります。 

○大規模改修や建替えの時期を迎える施設は、スケルトン・インフィル方式※5 等を採用する

等、施設を長期的かつ多目的に利用できる手法を推進します。 

○既存施設を最大限活用することで、施設を長期間にわたり使用するなど、財政負担の軽減

を図ります。 

 ユニバーサルデザインの推進 

○高齢者、障がい者等を含むすべての施設利用者が、安全に、安心して、円滑かつ快適に利

用できる施設を目指し、甲府市ユニバーサルデザイン※6ガイドラインを踏まえた取組みに

より、各施設のユニバーサルデザイン化を推進します。 

○推進にあたっては、各施設におけるバリアフリー※7 の対応状況を調査し、未対応となって

いる施設の把握に努めるとともに、各施設の利用実態や今後の再配置の動向等を踏まえな

がら、ユニバーサルデザイン化を必要とする対象施設を選定します。 

 

※1 予防保全 

損傷や故障が発生する前に、使用不可能な状態を避けるために実施する計画的な修繕等。 

※2 事後保全 

損傷や故障の発生に伴い実施する修繕。 

※3 法定点検 

建物や設備について法令に定められている点検。 

※4 自主点検 

施設管理者が日常的又は定期的に実施する点検。 

※5 スケルトン･インフィル方式 

将来的な施設の転用や施設を多目的に利用することを見据え、建物の骨組みや構造体（スケルトン）を建物

内部の間仕切りや設備部分等の内装（インフィル）と分離して設計する考え方。 

※6 ユニバーサルデザイン 

障がいの有無、年齢、性別、人種にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう、あらかじめ都市や生活環境

をデザインする考え方。ユニバーサルデザインの基本的な方向性を確認するため、本市では 2014（平成 26）

年 3 月に「甲府市ユニバーサルデザインガイドライン」を作成。 

※7 バリアフリー 

建築分野において、段差等の物理的障壁の除去及び障がいのある人の社会参加を困難にしている社会的、制

度的、心理的な障壁の除去。 
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基本方針３  

 

＜基本的な考え方＞ 

公共施設の大規模改修や建替え等に多額の費用を要することが見込まれる一方で、将来の

税収の伸び悩みや、義務的経費等の増大により、財政状況は一段と厳しさを増していくこと

が予測されます。 

市民や施設利用者のニーズの多様化に対応しながら、効率的かつ効果的なサービスを提供

していくためには、利用する側と運営する側の両視点から各施設の現状や課題を検証すると

ともに、ハード（施設整備、維持管理）とソフト（運営）の両面を改善していく取組みが重

要となります。 

こうしたことから、市民や民間事業者等との連携強化を図り、市民との協働や、民間事業

者の技術やノウハウを最大限に活用することによって、効率的かつ効果的な施設運営を推進

します。 

 

施設運営の効率化における民間事業者等との連携イメージ

 

 

＜取組方策＞ 

 経営の視点に立った行財政運営の推進 

○持続可能な行財政運営を実現するため、個々の公共施設等を単に「管理」していくのでは

なく、公共施設等全体を「貴重な経営資源」として捉え、「経営」の視点に立って、効率的

かつ効果的な活用又は運用を推進します。 

市が施設を管理運営 

市が土地・建物を保有 

民間事業者による 
施設の管理運営 

市が施設を管理運営 

民間事業者へ貸付け 
（市民の利便性が向上する

ような収益事業等） 

市がサービス提供 

民間建物を賃借 
（土地や建物は民間事業者が整備・所有） 

土地や建物を民間譲渡 

民間事業者による 
施設の管理運営 

管理運営等 

の委託 

民間施設の 
活用 

民間事業者へ 

施設を貸付け 

民間事業者へ 

施設を移譲 
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 効率的な管理運営の推進 

○公共施設の維持管理及び運営方法を見直し、指定管理者制度※1の適用や民間事業者への移

管等、維持管理と運営の効率化を推進します。 

○LED照明や太陽光パネル等の導入による省エネルギー対策や、再生可能エネルギーの活用、

ESCO 事業※2の取組み等、環境負荷やライフサイクルコスト※3の低減策を推進します。 

 民間施設等の活用 

○行政主導による施設整備や維持管理運営だけでなく、民間施設等を利用したサービス提供

や、民間事業者による代替サービスの提供等を検討します。 

○大規模改修や建替えの時期を迎える施設の再配置にあたっては、周辺にある民間施設の余

剰空間の利用を検討します。 

○利用者が特定の地域住民や地域活動に限定されている地域密着型の施設は、設置経緯等を

踏まえ、地域移譲を検討します。 

 新たな事業手法の推進 

○民間事業者との連携によってサービスの質の向上や効率化等を図るため、2017（平成 29）

年 3 月に策定した「甲府市 PPP/PFI 手法導入優先的検討方針」に基づいた取組みを推進し

ます。 

○民間事業者等との連携による事業を推進するため、施設整備、維持管理及び運営方法等の

提案を受け入れる仕組み作りについて検討します。 

 自主財源の確保 

○低未利用施設等の売却や貸付け等を含めた利活用によって、財源の確保、財政負担の軽減

及び平準化を図ります。 

○新たな収益事業の検討や、受益者負担の観点からの利用料の見直し等により、財源を確保

する取組みを推進します。 

 市民や民間事業者等との情報共有 

○各施設の基礎情報や管理運営状況等を取りまとめた施設カルテを継続的に更新、公開する

とともに、市民説明会等の開催により市民や民間事業者との各種情報の共有に努めます。 

 

※1 指定管理者制度 

市民の福祉を増進する目的を持つ公の施設について、民間事業者等のノウハウを活用することにより、サー

ビスの質の向上を図っていくことで、施設の設置の目的を効果的に達成するため、2003（平成 15）年 9 月

に設けられた制度。 

※2 ESCO 事業(エネルギー・サービス・カンパニー事業) 

省エネルギー効果が見込まれるシステムや設備などを民間事業者が提案又は提供するとともに、それらの維

持管理を行いながら節減できるランニングコストの一部を報酬として受け取る総括的な事業。 

※3 ライフサイクルコスト(LCC) 

公共施設等の企画や設計から維持管理、廃棄に至る過程（ライフサイクル）で必要な経費の総額。 
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再配置手法の基本的なパターンを、次のとおり示します。 

再配置の具体的な方向づけを行う際には、これらの手法を組み合わせ、各施設の特性に応じ

た再配置を適用していきます。 

 

 

手法 内容 具体的な取組イメージ 
期待される効果 

延床 

面積 

維持管理に

係る費用 

運営に 

係る費用 
その他 

集約化 
同一用途の複数

施設を集約 

 

◎ ◎ ◎ 

□利用圏域の重

複を解消 

□施設整備コスト

削減 

□跡地活用 

複合化 
周辺の異種用途

の施設と複合 

 

◎ ○ △ 

□利便性向上 

□拠点施設の整

備 

□多世代交流の

促進 

□跡地活用 

統合 
機能が類似する

複数施設を統合 

 

◎ ◎ ○ 

□利便性向上 

□拠点施設の整

備 

□利用圏域の重

複を解消 

□施設整備コスト

削減 

□跡地活用 

廃止 

役割を終えて必

要性の無くなった

施設を廃止 

 

◎ ◎ ◎ □跡地活用 

A 

A 

A 

B 

廃止 

転用 

（有効活用） 

集約化 

A 

B 

A+B

廃止 

C 

転用 

（有効活用） 

複合化 

A A’’ 

廃止 A’ 

B 

転用 

（有効活用） 

統合 

A 

B 

廃止 

転用 

（有効活用） 

 ◎：削減効果大 
期待される効果 〇：削減効果小 
 △：効果はほぼ無し 
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手法 内容 具体的な取組イメージ 
期待される効果 

延床 

面積 

維持管理に

係る費用 

運営に 

係る費用 
その他 

適正規模で

の更新 

低未利用スペース

の状況等を踏ま

え、適正な規模で

更新  

◎ ○ △ 
□施設整備コスト

削減 

広域連携 

県や周辺市町が

保有する施設との

相互利用・共同

運営 

 

◎ ◎ ◎ 

□利便性向上 

□施設整備コスト

削減 

長寿命化 

既存施設を最大

限利用し、更新

等費用の抑制と

平準化を図る  

－ ○ △ 
□更新等費用の

抑制と平準化 

 

 

 

手法 内容 具体的な取組例 

期待される効果 

延床 

面積 

維持管理に

係る費用 

運営に 

係る費用 
その他 

管理運営 

の委託等 

施設の管理運営

等を民間事業者

等に委託 

□指定管理者制度の適用 

□市民協働による施設の管理

運営 等 

△ ○ ○ 
□サービス水準の

向上 

民間施設等

の活用 

民間施設を活用

したサービス提供

又は民間事業者

による代替サービス

提供  

◎ ○ △ 

□利便性向上 

□施設配置の改

善 

□施設整備コスト

削減 

民間事業者

との連携 

施設整備や管理

運営に民間の活

力や資金を活用 

□低未利用スペースの貸付けに

よる民間施設との複合化 

□PPP/PFI の導入 等 

○ ◎ ◎ 

□拠点施設の整

備 

□サービス水準の

向上 

□施設整備コスト

削減 

  

A A 

適正規模 

 
 

 

周辺市町の 
公共施設 

県所管の 

公共施設 

相互利用・共同運営(又は廃止) 
甲府市の公共施設 

A A 

民間施設 

市有施設 

 ◎：削減効果大 
期待される効果 〇：削減効果小 
 △：効果はほぼ無し 

予防保全 
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本市における公共施設やインフラ資産についての全体把握と、公共施設等を取り巻く現状や

将来にわたる課題等を客観的に把握、整理し、最適な配置を実現するため、庁内組織である「甲

府市公共施設等マネジメント会議」を 2014（平成 26）年 5 月に設置しました。 

今後は、総合管理計画に定める目標達成に向け、土地の利活用等を含めた総合的かつ戦略的

な経営活動※1 を強化、加速させ、各施設の再配置に向けた具体的な個別方針等を審議していく

必要があることから、新たに「甲府市資産利活用推進委員会」を設置しました。 

公共施設等マネジメントの推進体制のイメージ 

 

 

※経営活動 

公共施設等を経営資源として捉え、公共施設等マネジメントの一環として実施する各種取組み（事業）等を

企画、管理、活用すること。 

 

○低未利用資産の選定  ○個別方針の審議  等 
甲府市資産利活用推進委員会 

施設所管課 

提案 
検討 

提案 
検討 

提案 提案 

要請 

個別方針（アクションプラン） 

個別方針（素案）の作成 

 個別方針（素案）の検討 

甲府市資産利活用推進委員会（幹事会） 

 

市民 各種団体 

市民等 

民間事業者 

議  会 

○公共施設等マネジメントの推進     ○公共施設等の統括管理及び総合調整 
○土地・建物の利活用に関する事項   ○計画内容の協議、承認及び進捗管理 等 

公共施設等マネジメント会議（全庁的な合議） 

連携 

報告 

  

情報公開 

  
連携 

サービス提供 
情報提供 意見・要望・提案 

指示 

報告 

指示 
報告 報告 

  
○公共施設等の管理・運営の総括 

(計画の策定、見直し、進捗管理) 
○情報の一元化 
○関係所管課との連携  等 

マネジメント専任部署（財産活用課） 

人 
 

事 

企
画
・
政
策 

行
政
改
革 

財 
 

政 

建
築
営
繕 
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公共施設等マネジメントの推進にあたっては、市が保有するすべての公共施設等の各種情報

を分析評価したうえで、全体調整を図っていく必要があります。 

このことから、公共施設情報の管理機能とマネジメント機能を一元化することを目的とした

「ファシリティマネジメントシステム」を活用し、施設カルテの作成や施設評価※等を継続的に

行いながら、効率的かつ効果的なマネジメントを推進していきます。 

 

情報の管理及び共有のプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※施設評価 

再配置にあたっては、各施設が抱える課題等を抽出し、各課題等を改善する取組みを検討する必要があるこ

とから、すべての公共施設において「施設評価」を実施します。なお、施設評価は、毎年作成する施設カル

テ等の情報等を用いながら財務、品質、供給の 3 つの視点から継続的に実施します。 

 

〈ファシリティマネジメントシステム〉 

継続的な更新 

情報の一元化・共有 

（データベース） 

情報公開 

情報分析・評価 

分析資料 

施設評価 

施設カルテ 

マネジメントの推進(イメージ) 

活用 

計画的保全 
長寿命化 

ユニバーサルデザイン化 

庁内転用 
用途変更 

統合 

複合化 

余剰 
(未利用) 庁外貸付け・売却 

余裕 
余裕 

余裕 
(低利用) 

保全(点検)情報 

(品質情報) 
施設基礎情報 

管理運営状況 

(財務・供給情報) 
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公共施設等全体の最適化を図るためには、日々変化し続ける各施設の現状や課題等を的確に

捉え、長期的かつ経営的な視点から、横断的な調整を実施する必要があります。 

このことから、今後必要とされる施設整備等※の実施に際しては、各事業の構想や計画段階か

ら施設所管課とマネジメント専任部署が情報を共有し、公共施設等マネジメントの観点から協

議を行う「事前協議制度」を構築することで、実効的な計画推進を図ります。 

 

事前協議制度と庁内情報共有のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今後必要とされる施設整備等 

事前協議の対象は、公共施設等における建物の新築、増築、建替え、取得、用途変更、大規模改修を想定し

ています。 

 

＜施設所管課＞ ＜マネジメント専任部署＞ 

 

事前協議 

施設カルテの管理・更新 

施設評価の実施 

総合管理計画・再配置計画との 
整合確認 

整合結果の整理 

施設カルテの管理・更新 
総合管理計画・再配置計画の見直し 

次期実施計画の検討 

施設情報の整理 

施設点検の実施（保全） 

施設の新規整備・更新・改修等の検討 
(個別方針案の検討) 

施設の新規整備・更新・改修等の見直し 
(個別方針案の再検討) 

事業決定 

(個別方針の決定) 

事業実施 

情報共有 

協議 

情報共有 
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本計画を確実に推進していくためには、計画策定後に実行される個別方針（アクションプラ

ン）の策定や各種取組みの状況を把握及び評価し、そこで得られた成果や課題等を検証しなが

ら、改善策を検討するとともに、継続的な計画の見直しによって実効性を高めていく必要があ

ることから、下図に示す PDCA サイクルにより、総合的かつ弾力的な進行管理を行っていきま

す。 

再配置計画の進行管理（PDCAサイクル）のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●PLAN（計画）の段階では、計画を策定（改正）し、庁内横断的な調整により、再配置に取り組むべき施設抽出と、そ

の実施時期及び方向性を検討します。 

●DO（実施）の段階では、再配置計画に基づく、施設ごとの具体的な施設整備や運営手法を検討し、個別方針の検討

等、庁内合意形成を図ります。 

●CHECK（検証）の段階では、実施した事業や各施設で実施した施設点検や診断の結果に基づき、目標達成率及び効

果の検証、財務分析、他計画等との整合性の検証等を行います。 

●ACTION（改善）の段階では、CHECK（検証）段階で分析及び検証した内容を踏まえて、目標値の再検討、次期計

画等へのフィードバック等を行います。 

施設所管課 

総合管理計画等の上位・関連計画 

公共施設等マネジメント 
関係所管による協議 
関連情報の収集・整理 

公共施設等マネジメント会議 等 

ＣＨＥＣＫ 
（検証） 

ＤＯ 
（実施） 

ＰＬＡＮ 
（計画） 

ＡＣＴＩＯＮ 
（改善） 

●計画の策定・改正 

●再配置の実施時期・方向性の検討 

●市民参画 等 

●庁内合意形成 

●個別方針の検討と進捗管理 

●施設カルテ情報の収集・作成・公開 

（市民からの意見集約）等  

●目標値の再検討 
●改善策の検討 

●次期計画等へのフィードバック 等 

●目標達成率の検証 
●分析・評価（財務、品質、供給） 

●他計画等との整合検証 
●施設カルテ情報の分析・検証 等 

個別方針 

●市民合意 

市民説明会、ステークホルダーとの協議、調

整 

●計画の実行（事業化） 

集約、複合化、統合 

建設、改修、売却、賃貸 

●運営、維持 

●保全（施設点検・診断の実施） 

日常点検、定期点検、臨時点検 
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再配置は、更新費用等の削減のためだけに行うものではなく、各施設で提供するサービスの

質や効率性、建物の安全性や快適性等の向上を目的に実施するものです。 

総合管理計画及び再配置計画に基づく事業の実施にあたっては、個別施設ごとの具体的な対

応を定めた、個別方針（アクションプラン）を策定します。 

 

 

公共施設は、市民の財産であり、各施設の再配置にあたっては、まちづくりやコミュニティづ

くりの視点を取り入れながら、市民をはじめ、各種団体や民間事業者と協働し、検討していくこ

とが必要です。 

 市民意見等を踏まえた検討 

個別方針（アクションプラン）の検討においては、庁内横断的な調整に加え、各施設に必要な

機能やサービス等の市民ニーズを把握するため、関係者との調整（協議）を行うほか、市民説明

会やワークショップ等、多様な市民参画の機会を設けながら進めます。 

 民間事業者等との連携 

施設の民間移管や PPP/PFI 導入等の官民連携においては、個別方針案を策定する段階から関

係事業者に意見を聴取しながら取組みを進め、事業参画への拡大に努めます。 

市民との合意形成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係計画 

□総合管理計画 
□利活用基本方針 
□再配置計画 

市民等への情報提供 

市民等からの意見収集 

ニーズ調査(アンケート)、市民ワークショップ、市民説明会及び
サウンディング等の実施 

庁内調整 

市民等からの意見を踏まえ、施設の将来像や再配置の事業
化を検討 

個別方針(アクションプラン)の決定 

再配置の実施 

施設カルテ 

□施設情報 
□財務情報 
□供給情報 

個別方針(案) 

□施設の現況・課題 
□再配置(整備)方針 
□再配置方策・計画期間 
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索

引 
用 語 解 説 

き 義務的経費 歳出の内、支出することが義務づけられている経費。 

人件費、扶助費及び公債費の 3 つからなる。 

け 経営活動 公共施設等を経営資源として捉え、公共施設等マネジメントの一環とし

て実施する各種取組み（事業）等を企画、管理、活用すること。 

こ 公共施設等マネジメン

ト 

市が保有するすべての公共施設等の状況を把握し、経営的かつ長期的

な視点で再配置等を行い、財政支出の削減等を図る一連の取組み。 

 公募設置管理制度

（Park-PFI） 

都市公園利用者の利便の向上に資する飲食店や売店等の施設等を

設置し、当該施設から生ずる収益を活用しながら、周辺の園路や広場

等の公園施設の整備や改修等を一体的に行う者を、公募により選定す

る制度であり、都市公園に要する財政負担の軽減と利用者の利便の向

上を図る整備及び管理運営手法。 

さ 再配置 公共施設の複合化や集約化等による施設総量の適正化、老朽化対

策、耐震改修及び予防保全の実施等による施設の長寿命化、民間活

用及びコスト最適化等による施設運営の効率化を図ること。 

し 事後保全 損傷や故障の発生に伴い実施する修繕。 

 自主点検 施設管理者が日常的又は定期的に実施する点検。 

 施設カルテ 各施設の情報を「財務（コスト）」、「品質（ストック）」、「供給（サー

ビス）」の視点で整理し、グラフ等を用いてまとめたもの。 

 指定管理者制度 市民の福祉を増進する目的を持つ公の施設について、民間事業者等の

ノウハウを活用することにより、サービスの質の向上を図っていくことで、施

設の設置の目的を効果的に達成するため、2003（平成 15）年 9月

に設けられた制度。 

 新耐震基準 建築物の設計において適用される地震（大地震：震度 6強）に耐え

ることのできる構造として、1981（昭和 56）年 6月 1日以降の建築

確認において適用されている基準。 

す スクラップアンドビルド 老朽化により機能が著しく低下している施設や低未利用施設等を廃止

及び解体し、新しい施設の建設により、機能強化や利用向率の上を図

ること。 

 スケルトン･インフィル方

式 

将来的な施設の転用や施設を多目的に利用することを見据え、建物の

骨組みや構造体（スケルトン）を建物内部の間仕切りや設備部分等

の内装（インフィル）と分離して設計する考え方。 

 ステークホルダー 公共施設を直接的又は間接的に使用する利害関係者。 

施設を利用する方、団体及び施設管理者等を指す。 

せ 生産年齢人口 年齢 3階層別人口の内、労働者の中核をなす 15歳以上 65歳未満

の人口。 

た 短期 深刻な老朽化、供用廃止の決定等、緊急な対応を要する施設や、モデ

ルプランに選定された施設の再配置を実施する期間。 
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ち 中核市 人口 20万人以上の市の事務権限を強化し、できる限り市民の身近な

ところで行政を行うことができるようにした都市制度。制度施行時にあたり

特例市は、2020（令和 2）年 3月 31日まで人口 20万人未満で

あっても中核市の指定を受けることができることになっている。 

 中期、長期 緊急な対応を要さないが、将来的にニーズが低下していくことが予測され

る施設等、中長期的な視点で対応を検討していく必要がある施設の再

配置を実施する期間。 

と 投資的経費 支出の効果が資本の形成のためのものであり、将来に残る施設等を整

備するための経費。(普通建設事業費、災害復旧事業費 等) 

 投資的経費実績額 公共施設の投資的経費には、建替え及び改修等、既存の公共施設を

更新等するための経費（既存更新分）、新たな公共施設を建設する

ための経費（新規整備分）、公共施設を建設するために用地を取得

するための経費（用地取得分）がある。総合管理計画では、今後の施

設整備を抑制する観点から、既存更新分に新規整備分の半分及び用

地取得分を加えた約 38億円（2010（平成 22）年度から 2014

（平成 26）年度の 5 ヵ年平均）を投資的経費実績額としている。 

 特例市 2000（平成 12）年 4月の地方自治法の改正により創設された都市

制度。人口 20万人以上の市に一般の市よりも多くの権限を与えること

によって、地域の実情に即した個性あるまちづくりを、自らの責任と判断で

迅速かつ的確に行うことができる制度。 

2015（平成 27）年 4月 1日より特例市制度は廃止され、中核市

制度に統合された。 

は ハザードマップ 自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの。 

 

 バリアフリー 建築分野において、段差等の物理的障壁の除去及び障がいのある人の

社会参加を困難にしている社会的、制度的、心理的な障壁の除去。 

ふ 扶助費 社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者等

に対して国や地方公共団体が行う支援に要する経費。(生活保護費、

児童手当等) 

 普通会計 公営事業会計以外の会計を総称して一つの会計としてまとめたもの。 

 

ほ 法定点検 建物や設備について法令に定められている点検。 

 

ゆ ユニバーサルデザイン 障がいの有無、年齢、性別、人種にかかわらず多様な人々が利用しやす

いよう、あらかじめ都市や生活環境をデザインする考え方。ユニバーサルデ

ザインの基本的な方向性を確認するため、本市では 2016（平成

26）年 3月に「甲府市ユニバーサルデザインガイドライン」を作成。 

よ 予防保全 建物の損傷や故障が発生する前に、使用不可能な状態を避けるために

実施する計画的な修繕等。 

ら ライフサイクルコスト

(LCC) 

公共施設等の企画や設計から維持管理、廃棄に至る過程（ライフサイ

クル）で必要な経費の総額。 

 

E ESCO事業 エネルギー・サービス・カンパニー事業の略。 
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省エネルギー効果が見込まれるシステムや設備などを民間事業者が提案

又は提供するとともに、それらの維持管理を行いながら節減できるランニン

グコストの一部を報酬として受け取る総括的な事業。 

P PFI プライベート・ファイナンス・イニシアティブの略。 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び

技術的能力を活用することで、管理運営等の効率化やサービス向上を

図る公共事業の手法。 

〈参考〉一般的な PFI方式 

○BOT（Build Operate Transfer）方式：民間事業者が施設を

建設し、所有したまま運営を行い、事業期間終了後に公共に所有権

を移転する方式。 

○BTO（Build Transfer Operate）方式：民間事業者が施設を

建設し、公共に所有権を移転後、運営する方式。 

○BOO（Build Own Operate）方式  ：民間事業者が施設を建

設し、所有したまま運営を行い、事業期間終了後に施設を解体・撤去

する等の方式。 

 PPP パブリック・プライベート・パートナーシップ（公民連携）の略。 

公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民

間資本や民間のノウハウを利用し、管理運営等の効率化や公共サービ

スの向上を目指すもの。指定管理者制度も含まれる。 

 PRE パブリック・リアル・エステート（公的不動産）の略。 

国や地方自治体が保有する公共施設や土地などの不動産。 

 Park-PFI（公募設置

管理制度）  

都市公園利用者の利便の向上に資する飲食店や売店等の施設等を

設置し、当該施設から生ずる収益を活用しながら、周辺の園路や広場

等の公園施設の整備や改修等を一体的に行う者を、公募により選定す

る制度であり、都市公園に要する財政負担の軽減と利用者の利便の向

上を図る整備及び管理運営手法。 
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